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資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について 

 当社は、本日開催の取締役会において、標記の件に関して下記のとおり審議・決定いたしましたので

お知らせいたします。 

記 

１．現状認識 

 1）ROE：一時の低迷期を脱し、2017年度から 2020 年度は 8%を上回っていましたが、直近 2年間につ

いては 8%を下回って推移しております。 

  2）株価/PBR：ROEの低下に呼応する形で株価も下落。1倍を下回る水準に止まっていた PBRは、一時 0.3

倍を下回る水準まで低下しました。 

 

２．現状分析 

 1)ここ数年、売上高は 1,000億円台を安定的に維持、粗利益率も 12%以上を確保しております。 

 2)その一方で販売管理費の増加も著しく、結果として営業利益率は 5%を挟む水準で推移しています。 

 3)持分法投資利益の低下もあり、直近 2 年は最終利益の減少傾向が顕著となっております。 

 

川田テクノロジーズ㈱連結 2017/3期 2018/3期 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
売上高 103,473 107,250 118,369 127,048 115,545 103,760 118,086
粗利益 13,301 12,616 14,551 16,811 15,442 16,809 15,626
粗利益率 12.9% 11.8% 12.3% 13.2% 13.4% 16.2% 13.2%
  販売管理費 7,396 8,180 8,485 10,052 9,876 10,396 10,600
営業利益 5,904 4,436 6,065 6,759 5,565 6,412 5,025
 営業利益率 5.7% 4.1% 5.1% 5.3% 4.8% 6.2% 4.3%
経常利益 8,701 4,586 8,541 8,543 8,048 7,689 6,298
当期純利益 8,140 4,070 6,063 6,449 6,340 5,176 4,231
うち持分法投資損益 3,391 570 2,793 2,247 2,516 883 1,378
ROE 20.7% 8.9% 11.8% 11.3% 10.1% 7.6% 5.8%
株価（3月末） 7,110 5,740 7,870 5,410 4,710 3,610 3,765
PBR 0.95 0.69 0.84 0.53 0.42 0.30 0.29



３．改善に向けた方針・目標 
 1) 各種施策を実施し、PBR の改善を目指します 
 2) 中期経営計画の主な目標 

・売上高：3,910 億円（3 年累計） 
  ・営業利益：186 億円（同 上） 
  ・当期純利益：156 億円（同 上） 
  ・ROE：8.0%以上（2025 年度） 
 
４．具体的取組 

  1)収益力（ROE）のアップ 

 第 3次中期経営計画を確実に達成することで収益力や ROEの改善を目指します。 

 既存コア事業の収益の底上げと成長分野への積極的投資で収益の拡大を目指します。 

  2)適正な自己資本水準 

 収益力に応じた投資を実施します。（第 3次中期計画期間中 設備投資 100 億円） 

 今後も成長が期待されるソリューションセグメントへの投資に加え、グルーン＆デジタル関連への投

資を推進します。 

 投資を行うにあたっては資本コストを意識した検討を行います 

  3)株主還元の拡充 

 2023年 2 月に行った配当方針の変更に沿って、配当性向 30%程度を目途とした配当を実施します。 

 2023年 5 月に公表した自己株取得（10億円）を確実に実施します。今後については、収益状況、株価

の動向、総還元性向、運転資本の動向等を勘案し、弾力的に検討/実施します。 

    4)IR/開示の充実 

 株主・投資家との対話の機会の拡充することで当社ｸﾞﾙｰﾌﾟのことをより理解して頂き、結果として PBR

の改善につながるよう努めます。 

 具体的には、これまでも実施してきた 1on1 ミーティング、Ｓmall ミーティング、決算説明会、工場/

現場見学会等の頻度、内容の充実を目指します。 

 当社ウェブサイトをはじめとした各種情報媒体を活用し、従来の財務情報に加え、非財務情報も含め

情報発信を充実させます。 

 上記対話によって得られたご意見や要望等につきましては、定期的に取締役会にフィードバックし、

その後の企業経営、事業運営等に役立てることで、企業価値の向上を目指します。 

  以上 


